廿日市市行政ネットワークモバイル端末等賃貸借契約書（案）
　廿日市市を甲とし、　　　　　　　　を乙（　　　　　　　　を丙）として、甲、乙（及び丙）は、次のとおり契約を締結した。

（総則）

第１条　仕様書に従い、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。

２　この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。

（目的）

第２条　甲、乙（及び丙）は、次の各号のことについて契約を締結した。

(1) 乙（及び丙）は、廿日市市行政ネットワークモバイル端末等賃貸借仕様書に記載の賃貸借物件（以下「貸付物件」という。）を甲に賃貸し、甲は、これを賃借することを約した。

(2) 乙（及び丙）は、以下の条項において特定するもののほか、別添の「仕様書」に従い、本契約にかかるすべての履行について連帯して責務を負うものとする。

（契約保証金）

第３条　甲は、乙（及び丙）に対して契約保証金の納付を免除する。

（契約の期間）
第４条　この契約の期間は、令和８年２月１日から令和１３年１月３１日までとする。

２　賃貸借期間満了の２月前までに発注者が再賃借を申し出た場合は、賃借期間満了後１年間以上の再賃借が可能であること。また、その際の月額賃貸借料は、「月額賃貸借料（保証に係る費用を除く）の１０分の１以下の額」とすること。
（特約事項）

第５条　前条の規定にかかわらず、令和８年度以降の本契約に係る甲の歳入歳出予算の減額又は削除があった場合は、甲は契約を解除することができるものとする。

（納入及び検査）

第６条　乙（及び丙）は、令和８年１月３０日までに、甲の指示に従い貸付物件の搬入、据付を行うとともに、甲が別に指定するソフトウェアのインストール及びその他必要な調整を完了して、貸付物件を完全に使用できる状態にし、甲の検査を受けるものとする。

２　前項の場合、貸付物件が検査に合格しないときは、乙（及び丙）はその負担で現品を取り替えるか、又は甲の指示に従うものとする。

３　貸付物件の搬入、据付及び調整に要する経費は、乙（及び丙）の負担とする。

（賃借料）

第７条　貸付物件の賃借料は、月額　　　　　　　　　　円とする。なお、別途取引に係る消費税、地方消費税相当額及びユニバーサルサービス料を含む金額とする。ただし、第４条の期間において１月に満たない月があるときには、その月の月額の日割りをもって算定する。

　（賃借料の支払）

第８条　乙（又は丙）は、初回は２ヶ月、その後は３か月毎とし、最終月は４ヶ月となるその期間の満了後の賃借料（取引に係る消費税、地方消費税相当額及びユニバーサルサービス料を加えた額）を甲に請求するものとする。

２　甲は、前項の請求を受けた場合、速やかに内容を審査し、適当と認めたときは、その日から30日以内に賃借料を丙に支払うものとする。

（履行遅滞の場合における損害金等）

第９条　乙（又は丙）の責めに帰すべき事由により、乙（又は丙）が、この契約に基づき甲に対して負担する義務（以下「本件義務」という。）の履行を履行期間内に完了することができない場合においては、甲は、損害金の支払を乙（及び丙）に請求することができる。

２　前項の損害金の額は、遅延日数に応じ、甲が本件義務の未履行分に相当する賃借料として定める額につき年14.6パーセント（ただし、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第93条第2項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した割合をいう。以下同じ。）が年7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年（以下「特例基準割合適用年」という。）中においては、当該特例基準割合適用年における特例基準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とする。）の割合で算定した金額とする。

３　甲の責めに帰すべき事由により、第７条の規定による賃借料の支払が遅れた場合において、乙（又は丙）は、未受領金額につき遅延日数に応じ、年2.5パーセント（算定対象の期間において適用される政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定によって財務大臣が決定した率（以下「支払遅延防止法の率」という。）がこの率と異なる場合は、支払遅延防止法の率）の割合で計算した額の遅延利息の支払を甲に請求することができるものとし、甲はこれを当該請求に従い丙に支払う。

（保険）

第10条　乙（及び丙）は、この契約期間中において貸付物件に必要な保険料を負担するものとする。

（契約不適合責任及び保守）

第11条　乙（及び丙）は、明らかに甲の原因による故障を除く故障又は契約内容に適合しないものが発見された場合については、甲の請求により、仕様書に従い、乙（及び丙）の負担で速やかに修理又は交換等を行うものとする。

（再委託などの禁止）

第12条　乙及び丙は、この契約の履行の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得たときは、この限りではない。

（ソフトウェアの使用許諾契約等）

第13条　甲は、貸付物件の一部を構成するソフトウェア（以下単に「ソフトウェア」という。）について、著作権等適法な権限を有する者との間で、ソフトウェアの使用許諾契約を締結するものとする。

２　ソフトウェアの調達及び使用許諾契約のために要する一切の経費は乙（及び丙）の負担とする。

３　ソフトウェアの使用許諾契約のために必要な登録手続については、乙（及び丙）が甲に代わり行うものとする。

（貸付物件の移転等）

第14条　甲は、貸付物件を甲の管理していない拠点へ移転するときは、その旨を事前に乙（及び丙）に通知し、乙（又は丙）が移転をするものとする。この移転に要した費用は甲の負担とする。

２　甲は、乙（又は丙）の承諾を得ないで、貸付物件の部品を交換し、又は原型を変えるような行為をしてはならない。

（権利譲渡等）

第15条　甲又は乙（及び丙）は、この契約によって生じる権利、若しくは義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

（秘密の保持）

第16条　乙（及び丙）は、この契約の履行に際して知り得た甲の業務上の秘密を外部に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。

（契約の解除）

第17条　甲又は乙（及び丙）は、正当な理由がある場合には、30日前までに相手方に通知することにより、この契約を解除することができる。

２　甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約の全部又は一部を解除することができる。

(1) 乙（又は丙）が、この契約に違反したとき。

(2) この契約の履行につき、乙（又は丙）に不正の行為があったとき。

(3) 乙（又は丙）が、正当な理由がないのに甲の指示に従わないとき。 

３　乙（又は丙）は、自己の責めに帰するべき理由によりこの契約が解除された場合には、本契約における賃借料の総額の10パーセントに相当する額を、違約金として甲に支払うものとする。

４　前項の場合において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、甲は、当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができる。

（甲の解除権）

第18条　甲は、乙（又は丙）が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。

　(1) 正当な理由なく、本件義務に着手すべき期日を過ぎても本件義務に着手しないとき。

　(2) その責めに帰すべき事由により、履行期間内に本件義務の履行が完了しないと明らかに認められるとき。

　(3) 前２号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的を達成することができないと認められるとき。

(4) 正当な理由なく第21条第１項に規定する報告の求めに応じず、又は調査に協力しないとき。

　(5) 第28条第１項に規定する業務に従事する者に係る報告又は調査において、法令違反が判明し、当該違反が過失以外の場合であるとき、又は当該違反について是正されないとき。

　(6) 第17条の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。

２　次の各号のいずれかに該当する場合においては、乙（又は丙）は、賃借料の10分の１に相当する額を違約金として甲の指定する期限までに支払わなければならない。

(1) 前項の規定によりこの契約が解除された場合

(2) 乙（又は丙）がその債務の履行を拒否し、又は、乙（又は丙）の責めに帰すべき事由によって乙及び丙の債務について履行不能となった場合

３　次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。

(1) 乙（又は丙）について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（令和16年法律第75号）の規定により選任された破産管財人

(2) 乙（又は丙）について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（令和14年法律第154号）の規定により選任された管財人

(3) 乙（又は丙）について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（令和11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等

４　第２項の場合において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、甲は、当該契約保証金又は担保をもって同項の違約金に充当することができる。

第19条 甲は、この契約に関し、乙（又は丙）が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。

(1) 乙（又は丙）が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第４９条に規定する排除措置命令（以下この号及び次項において単に「排除措置命令」という。）を受け、当該排除措置命令が確定したとき。

(2) 乙（又は丙）が、独占禁止法第６２条第１項に規定する納付命令（以下この号及び次項において単に「納付命令」という。）を受け、当該納付命令が確定したとき。

(3) 乙（又は丙）（乙及び丙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）が、刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑に処せられたとき。

２　甲は、排除措置命令又は納付命令が乙（又は丙）でない者に対して行われた場合であって、これらの命令において、この契約に関し乙（又は丙）の独占禁止法第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反する行為があったとされ、これらの命令が確定したときは、この契約を解除することができる。

３　前条第２項及び第４項の規定は、前２項の規定によりこの契約を解除した場合について準用する。

第20条　甲は、乙（又は丙）が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。

　(1) 役員等（乙及び丙が個人である場合にはその者を、乙（又は丙）が法人である場合にはその法人の役員又はその支店若しくは営業所（この契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。以下同じ。）が、集団的に、又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織（以下「暴力団」という。）の関係者（以下「暴力団関係者」という。）であると認められるとき。

　(2) 役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認められる法人若しくは組合等又は暴力団若しくは暴力団関係者と非難されるべき関係を有していると認められる法人若しくは組合等を利用するなどしていると認められるとき。

　(3) 役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認められる法人若しくは組合等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。

　(4) 前３号のほか、役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。

　(5) 乙（又は丙）の経営に暴力団関係者の実質的な関与があると認められるとき。

(6) 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方が前各号のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(7) 乙（又は丙）が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に、甲が乙（又は丙）に対して当該契約の解除を求め、乙（又は丙）がこれに従わなかったとき。

２　前条第３項の規定は、前項の規定によりこの契約を解除した場合について準用する。

（暴力団等からの不当介入の排除）

第21条　乙（又は丙）は、この契約の履行に当たり暴力団等から不当介入を受けた場合は、その旨を直ちに甲に報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければならない。

２　乙（又は丙）は、前項の場合において、甲及び所轄の警察署と協力して不当介入の排除対策を講じなければならない。

３　乙及び丙は、暴力団等から不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに甲へ報告するとともに、被害届を速やかに所轄の警察署に提出しなければならない。

（乙（又は丙）の解除権）

第22条　乙（又は丙）は、甲が正当な理由なくこの契約の条項に違反したときは、この契約を解除することができる。

（個人情報の保護）

第23条　乙（又は丙）は、委託業務を行うため個人情報を取り扱うに当たっては、別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。

（契約の解除及び貸付物件の返還）

第24条　甲は、契約期間が満了したとき又は前条の規定によりこの契約が解除されたときは、貸付物件を速やかに返還するものとする。この場合において、当該返還に要する費用は、乙（又は丙）の負担とする。

（損害の請求）

第25条　乙（又は丙）がこの契約の履行に関し、乙（又は丙）の責に帰すべき事由により、甲に損害を与えたときは、甲はその発生した損害額をその原因を発生させた当事者に対して請求することができるものとする。

２　天災その他不可抗力によって生じた損害については、乙（又は丙）が善良なる管理者の注意義務を怠らなかったと認める場合は、甲はこれを請求しない。

３　この契約の履行に関し第三者に損害が生じたときは、甲の責めに帰すべき事由による場合を除き、乙（又は丙）は、その損害賠償の責めを負う。ただし、その損害が天災その他不可抗力による場合は、その負担について、甲、乙（又は丙）が協議して定める。

（善良な管理者としての義務）

第26条　甲は、善良な管理者としての注意をもって貸付物件を管理しなければならない。

（調査協力）

第27条　甲が、この契約に係る甲の予算執行の適正を期するため必要があると認めた場合は、甲は、乙（及び丙）に対し、乙（又は丙）における当該契約の処理の状況に関する調査への協力を要請することができる。

２　乙（及び丙）は、前項の要請があった場合には、特別な理由がない限り要請に応じるものとし、この契約の終了後も、終了日から５年間は、同様とする。

（実地調査など）

第28条　甲は、必要があると認めるときはいつでも、乙（及び丙）に対し業務の実施の状況及び業務に従事する者に係る次に掲げる事項などの報告を求め、又は実地に調査できるものとする。

　(1) 最低賃金法（昭和34年法律第137号）第４条第１項に規定する最低賃金の適用を受ける労働者に対し、同法第３条に規定する最低賃金額（同法第７条の規定の適用を受ける労働者については、同条の規定により減額して適用される額をいう。）以上の賃金（労働基準法（昭和22年法律第49号）第11条に規定する賃金をいう。）の支払をすること。

(2) 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による被保険者の資格の取得に係る届出をすること。

(3) 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による被保険者の資格の取得に係る届出をすること。

(4) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）第４条の２第１項の規定による保険関係の成立に係る届出（労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）の規定に係るものに限る。）をすること。

(5) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による雇用する労働者が適用事業の被保険者となったことの届出をすること。

２　甲が、この契約に係る甲の予算執行の適正を期するため必要があると認めた場合は、甲は、乙（及び丙）に対し、乙（及び丙）における当該契約の処理の状況に関する調査への協力を要請することができる。

３　乙（及び丙）は、前項の要請があった場合には、特別な理由がない限り要請に応じるものとし、この契約の終了後も、終了日から５年間は、同様とする。

（疑義の解決）

第29条　この契約に定めのない事項で必要がある場合又はこの契約に定める事項について疑義が生じた場合は、甲、乙（及び丙）が協議して定めるものとする。

（紛争の処理）

第30条　この契約の履行について、万一紛争が生じ、前条の協議によっても、なおこれが円滑に解決できない場合は、広島地方裁判所を第一番の管轄裁判所として紛争を処理するものとする。

　この契約の締結を証するため、契約書２（３）通を作成し、甲と(及び）乙（及び丙）が記名・押印をして各自その１通を所持する。

　　令和７年　月  日

甲　廿日市市

代表者　廿日市市長　　松本　太郎

乙　

丙　

